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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第104期

第３四半期連結
累計期間

第104期
第３四半期連結
会計期間

第103期

会計期間
自平成21年３月１日
至平成21年11月30日

自平成21年９月１日
至平成21年11月30日

自平成20年３月１日
至平成21年２月28日

売上高（千円） 3,302,944 870,797 6,215,803

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△137,117 △119,381 192,678

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
△182,489 △109,077 221,083

純資産額（千円） ― 3,357,201 3,479,036

総資産額（千円） ― 6,211,369 6,707,917

１株当たり純資産額（円） ― 46.23 48.75

１株当たり四半期（当期）純利益

又は四半期純損失（△）金額

（円）

△2.56 △1.53 3.21

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ― 3.16

自己資本比率（％） ― 53.1 51.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
186,372 ― 341,895

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△207,694 ― △264,582

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
178,635 ― △180,558

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
― 1,164,075 1,003,239

従業員数（人） ― 641 663

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

　　　　２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　　３．第104期第３四半期連結累計期間、第104期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

 　当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。

（持分法適用外関係会社）

会社名 住所
資本金又は出資金（千

円）
主な事業の内容　

　

議決権
所有割合(％)
　

関係内容

㈱Ｒａｉｎｂｏｗ 神奈川県平塚市 10,000
商品販売サイトの

システム開発・保守
　　　30.0 投資　

　

　また、株式会社アジアビーアンドアールネットワーク（連結子会社）は、平成21年10月１日に株式会社テークステレ

コムに商号を変更いたしました。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年11月30日現在

従業員数（人） 641     

　（注）従業員数は、就業人員であります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年11月30日現在

従業員数（人） 98     

　（注）　従業員数は就業人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 生産高（千円）

試験機事業 469,923

住生活事業 329,544

ゆるみ止めナット事業 95,589

合計 895,057

　（注）１　金額は販売価額によっております。

２　セグメント間の取引は相殺消去しております。

３　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

４　デジタル事業は、提供するサービスの性格上、生産実績に馴染まないため記載しておりません。

５　従来の「民生品事業」から「住生活事業」へ名称を変更いたしました。 

　

(2）商品仕入実績

　当第３四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 商品仕入高（千円）

住生活事業 146,280

合計 146,280

　（注）１　セグメント間の取引は相殺消去しております。

２　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

３　試験機事業、デジタル事業及びゆるみ止めナット事業は商品仕入れがないため、記載しておりません。

４　従来の「民生品事業」から「住生活事業」へ名称を変更いたしました。

(3）受注状況

　当第３四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

試験機事業 586,792 984,520

合計 586,792 984,520

　（注）１　金額は販売価額によっております。

２　セグメント間の取引は相殺消去しております。

３　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

４　住生活事業、デジタル事業及びゆるみ止めナット事業は受注生産ではないため、記載しておりません。
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(4）販売実績

　当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 販売高（千円）

試験機事業 440,712

住生活事業 290,952

デジタル事業 53,400

ゆるみ止めナット事業 85,732

合計 870,797

　（注）１　セグメント間の取引は相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　従来の「民生品事業」から「住生活事業」へ名称を変更いたしました。 

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書及び第２四半期会計期間の四半期報告書に記載した事業等のリスクにおいて重

要な変更はありません。　

　

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日～平成21年11月30日）におけるわが国経済は、経済対策の効果など

により一部に持ち直しがみられたものの、企業収益や雇用情勢のさらなる悪化に加え、円高やデフレ進行による影響

など依然厳しい状況が続きました。

　このような状況の下、当社グループは、試験機事業では、急激な景気悪化にともなう民間設備投資の凍結による輸送

機関連を主とする試験機需要の落ち込みへの施策を進め、第２四半期連結会計期間より若干ながら受注高の増加はみ

られるものの、総じて受注環境は依然厳しい状況が続きました。住生活事業（旧民生品事業）では、不採算取引の縮小

とともに新事業への取り組みを進めておりますが、当第３四半期連結会計期間に新たな商品の製造・販売を開始した

ものの、業績への寄与までには至っておりません。また、中国子会社では、引き続き対米輸出関連取引に代わるものを

模索し売上は上向いておりますが、一部拠点での事業再構築に伴う売上高減少が影響いたしました。デジタル事業は

概ね想定通りに推移し、売上高ならびに利益の確保に努めてまいりましたが、ゆるみ止めナット事業は当第３四半期

については建設事業向けの売上高減少が損益にも影響いたしました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高870,797千円、経常損失119,381千円、四半期純損失は109,077

千円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①試験機事業

　試験機事業では、Zwick社ねじ式試験機の拡販やグループ子会社との連携による営業展開など施策をすすめているも

のの、受注環境は難しい状況が続きました。このため、受注から売上までに相当期間要することなどから、前連結会計

年度からの受注落ち込みが当第３四半期連結会計期間の売上高へ大きく影響いたしました。

　以上の結果、試験機事業の売上高は440,712千円、営業損失7,521千円となりました。

②住生活事業

　一昨年の主要取引先の経営破綻以降、不採算事業の中止や中国市場の開拓等の事業再構築を進めておりますが、世界

的な不況の影響もあり中国子会社の業績の低迷などにより苦戦いたしました。

　以上の結果、住生活事業の売上高は290,952千円、営業損失は21,291千円となりました。

　なお、平成21年７月１日より、従来の「民生品事業」から「住生活事業」へ名称を変更いたしました。

③デジタル事業

　デジタル事業では、既存のネットワーク関連サービスが堅調に推移いたしました。

　以上の結果、デジタル事業の売上高は53,400千円、営業利益16,979千円となりました。

④ゆるみ止めナット事業

　ゆるみ止めナット事業では、既存製品のゆるみ止めスプリングなどが堅調なことから売上高は確保できたものの、の

れん償却費の負担を含めた販売費及び一般管理費が増加したことにより、利益確保に苦戦いたしました。

　なお、当第３四半期連結会計期間に大口径のハイパーロードナットの生産ラインが稼動したことにより、当連結会計

年度後半には成果が出るものと期待しております。　

　以上の結果、ゆるみ止めナット事業の売上高は85,732千円、営業損失22,732千円となりました。

　所在地別のセグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　国内では、当社を含めた試験機事業の売上高の落ち込みに加え原価率の悪化を主因に総じて厳しい状況となりまし

た。

　以上の結果、売上高は652,452千円、営業損失は22,339千円となりました。 

②中国

　中国では、子会社３社とも世界的な不況の影響により売上高が低迷し、厳しい状況となりました。

　以上の結果、売上高は218,345千円、営業損失は9,465千円となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社テークスグループ(E01587)

四半期報告書

 6/32



(2）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末における資産につきましては、総資産は6,211,369千円となり、前連結会計年度末に比

べ496,547千円減少いたしました。

　流動資産は3,236,069千円となり、前連結会計年度末に比べ448,435千円減少いたしました。これは主に現金及び預金

の増加211,343千円、受取手形及び売掛金の減少427,404千円、たな卸資産の減少30,975千円によるものであります。

　固定資産は2,965,861千円となり、前連結会計年度末に比べ32,890千円減少いたしました。これは主に繰延税金資産

の増加38,833千円、のれんの償却45,986千円、その他に減価償却費の計上によるものであります。

　繰延資産は9,438千円となり、前連結会計年度末に比べ15,222千円減少いたしました。これは主に株式交付費ならび

に社債発行費の償却によるものであります。

　負債合計は2,854,167千円となり、前連結会計年度末に比べ374,712千円減少いたしました。これは主に支払手形及び

買掛金の減少450,516千円、短期借入金の増加110,000千円、長期借入金の増加125,665千円によるものであります。

　純資産は3,357,201千円となり、前連結会計年度末に比べ121,835千円減少いたしました。これは主に四半期純損失

182,489千円によるものであります。

  

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と比べ160,835千円増加し、

1,164,075千円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローの資金の減少は77,501千円となりました。

これは主に売上債権の減少81,213千円、たな卸資産の増加162,061千円、減価償却費59,881千円等によるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローの資金の減少は168,876千円となりました。

これは主に定期預金の預入による46,508千円の資金減少、有形固定資産の取得112,266千円等の支出によるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローの資金の減少は34,730千円となりました。

これは主に新株予約権の発行による増加額60,000千円、一方借入金の返済額64,539千円による支出等によるものであ

ります。 

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対応すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、7,898千円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末までに計画中であった㈱ＫＨＩ本社工場の生産

設備については、完了予定が平成21年11月から12月へと変更し完了（投資総額103,470千円）しました。また、新た

に確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 260,000,000

計 260,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年１月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 71,337,916 71,337,916
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

1,000株　

計 71,337,916 71,337,916 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　平成21年８月18日開催の当社取締役会決議に基づき平成21年９月７日に第三者割当の方法により発行した平成21年

第１回新株予約権（以下「本新株予約権」という。）の内容は、次のとおりであります。

 
第３四半期会計期間末現在

（平成21年11月30日）

新株予約権の数（個）  40,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　　　　　　　　　　　　　　　40,000,000　　

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株あたり42　

新株予約権の行使期間
自　平成21年９月24日

至　平成23年９月23日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格 　　　43.5

　 資本組入額　　21.75

新株予約権の行使の条件 　各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当社取締役

会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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(注)１．本新株予約権の払込金額

　　　　本新株予約権１個あたり1,500円（総額60,000,000円）　

　　　　２．本新株予約権の目的となる株式の数

　　　　　　(1)本新株予約権の目的となる株式の数は、40,000,000株（新株予約権１個の行使により当社が当社普通株式を新

たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を処分（以下当社普通株式の発行又は処分を「交

付」という。）する数は1,000株（以下「割当株式数」という。）とする。）とする。ただし、本項第(3)号

により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的となる株式の総数は、調整後割当株式数に

応じて調整されるものとする。

　　　　　　(2)当社が第４項の規定に従って行使価額（第３項第(1)号に定義する。）の調整を行う場合には、割当株式数は次

の算式により調整される。ただし、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てるものとする。なお、かか

る算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、第４項に定める調整前行使価額及び調整後行使

価額とする。　

調整後割当株式数　＝
調整前割当株式数　×　調整前行使価額

調整後行使価額

　　　　　　(3)調整後の割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる第４項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関

し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

　　　　　　(4)割当株式数の調整を行うときは、当社は、原則として、適用開始日の前日までに本新株予約権者に対し、かかる調

整を行う旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始日その他必要な事項

を書面にて通知する。ただし、適用開始日の前日までに当該通知ができないときは、適用開始日以降速や

かにこれを行う。

　　　　３．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　　(1)本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、本新株予約権の行使に際して出資される当社普通株

式1 株あたりの金銭の額（以下「行使価額」という。）は、当初42円とする。

　　　　　　(2)本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（ただし、第４項によって調整された場合は調

整後の行使価額）に割当株式数を乗じた額とする。

　　　　４．行使価額の調整

　　　　　　(1)当社は、本新株予約権の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由により当社の発行済普通株式数に変更が生じる場

合又は変更が生じる可能性がある場合には、次に定める算式（以下「行使価額調整式」という。）をもっ

て行使価額を調整する。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行

普通

株式数

　

＋

交付普通株式数 ×
1株あたりの

払込金額

時　価

既発行普通株式数　＋　交付普通株式数

　　　　　　(2)行使価額調整式により、本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期につ

いては、次に定めるところによる。

　　　　　　①本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（ただし、当社の

発行した取得請求権付株式若しくは取得条項付株式の取得と引換えに交付する場合又は当社普通株式

の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本号において同じ。）

その他の証券若しくは権利の請求又は行使による場合を除く。）

　　　　　調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられているときは当該払込期間の最終日とす

る。以下同じ。）の翌日以降、また、当社普通株式の株主（以下「普通株主」という。）に割当てを受ける

権利を与えるための基準日がある場合は当該基準日の翌日以降にこれを適用する。

　　　　　　②株式分割又は株主無償割当てにより当社普通株式を発行する場合

　　　　　　調整後の行使価額は、当社普通株式の株式分割のための基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当てについ

て普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は当該基準日の翌日以降、また、当
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社普通株式の無償割当てについて普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がない場合又

は普通株主以外の株主に当社普通株式の無償割当てをする場合は当該割当ての効力発生日の翌日以降

に、それぞれこれを適用する。

　　　　　　③本項第(4)号②に定める時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付をする旨の定めがある取得請求権付株

式若しくは取得条項付株式を発行する場合（無償割当ての場合を含む。）又は本項第(4)号②に定める

時価を下回る対価をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予約権その他の証券若しくは権利を

発行又は付与する場合（無償割当ての場合を含む。）

　　　　　　調整後の行使価額は、取得請求権付株式若しくは取得条項付株式又は新株予約権その他の証券又は権利の全て

が当初の条件で請求又は行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用

して算出するものとし、払込期日（新株予約権の場合は割当日、無償割当ての場合は効力発生日）の翌

日以降にこれを適用する。ただし、普通株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は

その翌日以降にこれを適用する。

　　　　　　上記にかかわらず、請求又は行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式若しくは取得条

項付株式又は新株予約権その他の証券又は権利が発行された時点で確定していない場合は、調整後の行

使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式若しくは取得条項付株式又は
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　　　　　　新株予約権その他の証券又は権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求又は行使され当社普通株式が交

付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以

降にこれを適用する。

　　　　　　④本号①乃至③の場合において、基準日が設定され、かつ、効力の発生が当該基準日以降の株主総会、取締役会そ

の他当社の機関の承認を条件としているときは、本号①乃至③の定めにかかわらず、調整後の行使価額

は、当該承認があった日の翌日以降に適用する。この場合において、当該基準日の翌日から当該承認が

あった日までに本新株予約権の行使請求をした本新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社

普通株式を交付する。この場合、1 株未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行

わないものとする。

株式数＝
（調整前行使価額 － 調整後行使価額） ×

調整前行使価額により当該期間内

に交付された当社普通株式数

調整後行使価額

　　　　　(3)行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとどまる場合

は、行使価額の調整は行わないものとする。ただし、その後さらに行使価額の調整を必要とする事由が発

生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額からこの

差額を差し引いた額を使用する。

　　　　　　(4)①行使価額調整式の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

　　　　　　②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第(2)号④の場合は基準

日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日（終値のない日数を除く。）の株式会社東京証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終値の平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２

位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

　　　　　　③行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、基準日（基準日を定めない場合は効力発生日）がある場合

はその日、基準日（基準日を定めない場合は効力発生日）がない場合は調整後の行使価額を適用する

日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から当該日における当社の有する当社普通株式の

数を控除した数とする。また、本項第(2)号④の場合には、行使価額調整式で使用する交付普通株式数

は、基準日において当社が有する当社普通株式に割り当てられる当社普通株式数を含まないものとす

る。

　　　　　　(5)本項第(2)号に定める行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は必要な行使価額

の調整を行う。

　　　　　　①株式の併合、資本の減少、会社分割、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

　　　　　　②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。

　　　　　　③その他当社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要とすると

き。

　　　　　　(6)行使価額の調整を行うときは、当社は、原則として、適用開始日の前日までに本新株予約権者に対し、かかる調整

を行う旨並びにその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用開始日その他必要な事項を

通知する。ただし、適用開始日の前日までに当該通知ができないときは、適用開始日以降速やかにこれを

行う。

　　　　５．本新株予約権の取得の事由及び取得の条件

　　　　　　①当社は、当社が吸収合併による消滅、株式移転又は株式交換により他の会社の完全子会社となることを当社の株

主総会で決議した場合、当該効力発生日以前に、残存する本新株予約権の全部を無償で取得することがで

きるものとする。

　　　　　　②当社は、本新株予約権の取得を当社取締役会にて決議した場合は、①本新株予約権証券が発行されていない場合

には、会社法第273条及び第274条の規定に従って通知し、②本新株予約権証券が発行されている場合は、会

社法第273条、第274条及び第293条の規定に従って公告及び通知をした上で、当社取締役会の定める取得日
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に、本新株予約権者の保有する本新株予約権の全部又は一部を取得することができるものとし、本新株予

約権の一部を取得する場合には、抽選その他の合理的な方法により行う。この場合、本新株予約権者に対

し、本新株予約権１個につき当該新株予約権１個の払込金額と同額の対価を支払う。

　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。 
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成21年９月１日～

平成21年11月30日 
― 71,337,916 ― 2,713,552 ― 200,233

　

　

（５）【大株主の状況】

　当社は、第１四半期会計期間の末日及び第３四半期会計期間の末日については、株式会社証券保管振替機構に対

し総株主通知請求を行っていないため、当第３四半期会計期間においては正確な大株主の異動は把握しておりま

せん。　

　

　

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株式名簿の記載内容が確認できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成21年８月31日の株式名簿により記載しております。　

①【発行済株式】　

 平成21年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)　　　　普通

株式      20,000
―

株主としての権利内容に制限

のない、標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　71,262,000 71,262 同上

単元未満株式 普通株式　 　 55,916 ― 同上

発行済株式総数 71,337,916 ― ―

総株主の議決権 ― 71,262 ―

　（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の名義書換失念株式３千株

が含まれております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式850株が含まれております。

②【自己株式等】  

　

　 平成21年11月30日現在
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所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合

（％）

㈱テークスグルー

プ 

東京都千代田区内

神田二丁目15番２

号

20,000 ― 20,000 0.03

計 － 20,000 ― 20,000 0.03
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
３月

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

最高（円） 32 53 44 56 47 56 53 52 40

最低（円） 19 25 39 41 37 39 47 40 30

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。

 

 

 

 

EDINET提出書類

株式会社テークスグループ(E01587)

四半期報告書

16/32



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平

成21年11月30日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 1,274,583

※1
 1,063,239

受取手形及び売掛金 ※3
 1,044,797

※3
 1,472,201

商品 90,147 11,907

製品 294,692 304,264

半製品 5,969 2,822

原材料及び貯蔵品 114,346 120,383

仕掛品 335,007 431,760

繰延税金資産 5,765 5,765

その他 160,242 290,372

貸倒引当金 △89,481 △18,212

流動資産合計 3,236,069 3,684,505

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1.3
 432,823

※1.3
 452,427

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 284,122

※1
 328,279

土地 ※3
 1,478,684

※3
 1,478,684

建設仮勘定 117,168 13,127

工具、器具及び備品（純額） ※1
 158,147

※1
 231,489

有形固定資産合計 2,470,947 2,504,008

無形固定資産

借地権 39,805 43,033

のれん 276,390 322,376

その他 28,772 47,166

無形固定資産合計 344,968 412,577

投資その他の資産

投資有価証券 22,641 12,537

保険積立金 26,887 25,923

繰延税金資産 39,006 173

破産更生債権等 157,267 157,309

その他 61,410 43,531

貸倒引当金 △157,267 △157,309

投資その他の資産合計 149,945 82,165

固定資産合計 2,965,861 2,998,751

繰延資産

株式交付費 9,438 22,867

社債発行費 － 1,793

繰延資産合計 9,438 24,661

資産合計 6,211,369 6,707,917
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 632,681 1,083,197

短期借入金 110,000 －

1年内返済予定の長期借入金 242,589 196,036

1年内償還予定の社債 120,000 170,000

未払法人税等 42,144 59,050

賞与引当金 48,075 22,204

事業再構築引当金 23,709 79,431

その他 339,806 324,894

流動負債合計 1,559,006 1,934,814

固定負債

社債 － 120,000

長期借入金 701,022 575,357

繰延税金負債 41 －

再評価に係る繰延税金負債 440,064 440,064

退職給付引当金 144,672 146,998

その他 9,361 11,645

固定負債合計 1,295,161 1,294,065

負債合計 2,854,167 3,228,880

純資産の部

株主資本

資本金 2,713,552 2,713,552

資本剰余金 200,233 200,233

利益剰余金 △261,373 △78,883

自己株式 △3,547 △3,547

株主資本合計 2,648,864 2,831,354

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 60 △2

土地再評価差額金 601,222 601,222

為替換算調整勘定 46,560 44,201

評価・換算差額等合計 647,844 645,422

新株予約権 60,000 －

少数株主持分 493 2,260

純資産合計 3,357,201 3,479,036

負債純資産合計 6,211,369 6,707,917
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年11月30日)

売上高 3,302,944

売上原価 2,393,773

売上総利益 909,171

販売費及び一般管理費 ※1
 982,271

営業損失（△） △73,100

営業外収益

受取利息及び配当金 2,100

不動産賃貸料 6,524

その他 24,325

営業外収益合計 32,950

営業外費用

支払利息 19,994

株式交付費償却 15,832

為替差損 8,830

不動産賃貸費用 15,952

その他 36,357

営業外費用合計 96,968

経常損失（△） △137,117

特別利益

貸倒引当金戻入額 5,824

棚卸資産処分益 5,523

事業再構築引当金戻入 58,422

受取保険金 20,000

特別利益合計 89,770

特別損失

貸倒引当金繰入額 19,116

たな卸資産評価損 47,718

過年度消費税等 21,351

特別損失合計 88,186

税金等調整前四半期純損失（△） △135,533

法人税、住民税及び事業税 54,273

法人税等調整額 △5,549

法人税等合計 48,723

少数株主損失（△） △1,767

四半期純損失（△） △182,489
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日
　至　平成21年11月30日)

売上高 870,797

売上原価 646,104

売上総利益 224,693

販売費及び一般管理費 ※1
 329,787

営業損失（△） △105,094

営業外収益

受取利息及び配当金 592

不動産賃貸料 2,219

その他 2,138

営業外収益合計 4,950

営業外費用

支払利息 6,851

株式交付費償却 5,449

為替差損 △2,193

不動産賃貸費用 5,149

その他 3,981

営業外費用合計 19,237

経常損失（△） △119,381

特別利益

貸倒引当金戻入額 2,281

事業再構築引当金戻入 △307

受取保険金 10,000

特別利益合計 11,974

税金等調整前四半期純損失（△） △107,407

法人税、住民税及び事業税 4,357

法人税等調整額 △2,459

法人税等合計 1,898

少数株主損失（△） △228

四半期純損失（△） △109,077
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
　至　平成21年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △135,533

減価償却費 178,889

のれん償却額 45,986

賞与引当金の増減額（△は減少） 25,871

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,326

貸倒引当金の増減額（△は減少） 73,990

受取利息及び受取配当金 △2,100

支払利息 19,994

為替差損益（△は益） 60

売上債権の増減額（△は増加） 430,757

たな卸資産の増減額（△は増加） △17,171

仕入債務の増減額（△は減少） △455,003

有形固定資産除却損 1,818

たな卸資産評価損 47,718

事業再構築引当金評価損 △58,421

過年度消費税等 21,351

未払又は未収消費税等の増減額 △37,127

その他 123,850

小計 262,602

利息及び配当金の受取額 2,100

利息の支払額 △19,993

法人税等の支払額 △58,337

営業活動によるキャッシュ・フロー 186,372

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △66,508

定期預金の払戻による収入 16,000

有価証券の取得による支出 △10,000

有形固定資産の取得による支出 △142,726

無形固定資産の取得による支出 △4,460

投資活動によるキャッシュ・フロー △207,694

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 130,000

短期借入金の返済による支出 △20,000

長期借入れによる収入 360,000

長期借入金の返済による支出 △181,324

新株予約権の発行による収入 60,000

社債の償還による支出 △170,000

その他 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー 178,635

現金及び現金同等物に係る換算差額 3,523

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 160,835

現金及び現金同等物の期首残高 1,003,239

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,164,075
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 (１)棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更

棚卸資産については、従来、原価法によっておりましたが第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基

準第９号　平成18年７月５日)が適用されたことに伴い、原価法(貸借

対照表価額については収益性の低下による簿価切下げの方法)により

算定しております。

　この結果、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計

期間の営業損失及び経常損失が6,458千円、税金等調整前四半期純損

失が49,871千円増加しております。 

　セグメントに与える影響額については（セグメント情報）にて記載

しております。

(２)「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当

面の取扱い」の適用　

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会

社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第18号　平成18

年５月17日)を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。 

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸

を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法

により、算出する方法によっております。 

２．固定資産の減価償却費の算出方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算出する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年11月30日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 1,722,944千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 1,558,205千円

※２　担保に供している資産 ※２　担保に供している資産

　            現金及び預金 16,000千円

　  　　　　　建物及び構築物 280,983千円

 　　　　　 土地 1,323,581千円　　　　

  　　　　　計 1,620,564千円

  　　　　　現金及び預金 16,000千円

 　　　　　 建物及び構築物 298,258千円

  　　　　　土地 1,323,581千円

  　　　　　計 1,637,840千円

上記に対応する債務　 上記に対応する債務

　　前受金 47,200千円

　　短期借入金 110,000千円

　　長期借入金 731,715千円

（うち１年以内返済予定） 199,988千円

　前受金 5,900千円

　長期借入金 724,428千円

(うち１年以内返済予定) 169,384千円

※３　受取手形割引高

　　　受取手形裏書譲渡高

36,236

454　

千円

千円

　

※３　受取手形割引高 119,096千円

　　　受取手形裏書譲渡高 1,318千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

以下のとおりであります。

　

給与賞与 369,129千円

賞与引当金繰入額 33,739千円

旅費交通費 73,698千円

業務委託費 68,751千円

　

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は 

以下のとおりであります。

　

給与賞与 123,577千円

賞与引当金繰入額 9,379千円

旅費交通費 23,755千円

業務委託費 20,307千円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

　

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

　　　借対照表に記載されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,274,583千円

預入期間３ヵ月超の定期預金 △110,508千円

現金及び現金同等物 1,164,075千円
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　

平成21年11月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第３四半期連結会計期間末

普通株式（株） 　　　　　　　　71,337,916

 

２．自己株式の種類及び株式数

 株式の種類  当第３四半期連結会計期間末

普通株式（株）                     20,850

  

３．新株予約権等に関する事項

　　平成21年新株予約権　

会社名 
目的となる
株式の種類

目的となる株式
の数（千株）　

当第３四半期連結
会計期間末残高（千円）　

提出会社 普通株式　　　　　　　 40,000 60,000

 

４．配当に関する事項

　無配のため記載すべき事項はありません。 
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）

 
試験機事業
（千円）

住生活事業
（千円）

デジタル事業
（千円）

ゆるみ止め
ナット事業　
（千円）　

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 440,712290,952 53,400 85,732 870,797 ―　　 870,797

(2）セグメント間の内部売上高 ―　　 ―　　 ―　　 ―　　 ―　　 　―　　 ―　　

計 440,712290,952 53,400 85,732 870,797 ―　　 870,797

営業利益(又は営業損失） △7,521 △21,291 16,979△22,392△34,166 (70,927) △105,094

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品又は事業内容

試験機事業 動力計、環境試験装置、性能・耐久試験機、疲労及び動的試験機等

住生活事業 金型、プラスティック製品、木工製品、家庭用電気製品、不動産売買等

デジタル事業　 マルチメディア端末のサーバーサービス

ゆるみ止めナット事業　 ハイパーロードナット、ハイパーロードスプリング、ハイテンションボルト　

　　　　３．事業の名称変更

平成21年７月１日より、従来の「民生品事業」から「住生活事業」へ名称を変更いたしました。

なお、セグメントの名称変更のため、前連結会計年度については、セグメント情報に与える影響はありませ

ん。
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当第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）

 
試験機事業
（千円）

住生活事業
（千円）

デジタル事業
（千円）

ゆるみ止め
ナット事業　
（千円）　

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 1,769,496951,812287,457294,1783,302,944 ―　　 3,302,944

(2）セグメント間の内部売上高 ―　　　　 ―　　 ―　　 ―　　 ―　　 ―　　 ―　　

計 1,769,496951,812287,457294,1783,302,944 ― 3,302,944

営業利益(又は営業損失） 139,859△59,991 99,592△35,890 143,569(216,669) △73,100

　（注）１．事業区分の方法

　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品又は事業内容

試験機事業 動力計、環境試験装置、性能・耐久試験機、疲労及び動的試験機等

住生活事業 金型、プラスティック製品、木工製品、家庭用電気製品、不動産売買等

デジタル事業　 マルチメディア端末のサーバーサービス

ゆるみ止めナット事業　 ハイパーロードナット、ハイパーロードスプリング、ハイテンションボルト　

　　　　３．事業の名称変更

平成21年７月１日より、従来の「民生品事業」から「住生活事業」へ名称を変更いたしました。

なお、セグメントの名称変更のため、前連結会計年度については、セグメント情報に与える影響はありませ

ん。 

４．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業損失が、ゆるみ止めナット事業で

6,458千円減少しております。　
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 652,452 218,345 870,797 ― 870,797

(2）セグメント間の内部売上高 2,527 28,825 31,352 (31,352) ―

計 654,979 247,170 902,150 (31,352) 870,797

営業利益（又は営業損失） △22,339 △9,465 △31,805 (73,288) △105,094

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　　  　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）

 
日本
（千円）

中国
（千円）

計（千円）
消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 2,559,792743,1523,302,944 ― 3,302,944

(2）セグメント間の内部売上高 6,558 51,340 57,898 (57,898) ―

計 2,566,350794,4923,360,843(57,898) 3,302,944

営業利益（又は営業損失） 186,566△45,717 140,848(213,948) △73,100

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

　　　　２．会計処理の方法の変更

          （棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」１．（1）に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業損失が、日本で6,458千円増加して

おります。　
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【海外売上高】

　　　　  当第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）

  中国 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 218,345 218,345

Ⅱ　連結売上高（千円） 　　 870,797

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合（％）
25.1 25.1

　（注）１．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

２．国又は地域の区分は、中国のみとなっております。

　

 　　　　 当第３四半期連結累計期間（自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日）

  中国 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 743,152 743,152

Ⅱ　連結売上高（千円） 　　 3,302,944

Ⅲ　連結売上高に占める

　　海外売上高の割合（％）
22.5 22.5

　（注）１．海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

２．国又は地域の区分は、中国のみとなっております。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動はありません。

 

  

 

（デリバティブ取引関係）

　事業の運営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められるデリバティ

ブ取引はありません。 

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年11月30日）

前連結会計年度末
（平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 46.23円 １株当たり純資産額 48.75円

２．１株当たり四半期純損失金額等

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △2.56円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 △1.53　円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式がな

いため記載しておりません。 

　

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日）

１株当たり四半期純損失金額 　 　

四半期純損失（千円） △182,489　 △109,077

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失（千円） △182,489 △109,077

期中平均株式数（千株） 71,317 71,317

（リース取引関係）

リース取引残高は、前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

　

（重要な後発事象）

　　　該当事項はありません。　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年１月13日

株式会社テークスグループ

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 浜田　正継　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大津　素男　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テークスグ

ループの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から

平成21年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テークスグループ及び連結子会社の平成21年11月30日現在の財

政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累

計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 

以　上

　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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